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2026 年３月期 第 2 四半期決算説明会 

 質疑応答要旨 

日 時：2026 年 2 月 13 日（金）19：00－19：50（説明：25 分、質疑応答：35 分） 

形 態：Zoom ウェビナー 

回答者：代表取締役社長・CEO 兼 COO  松林 良祐 

  専務執行役員 連結管理室長  唐渡 有 

    執行役員 財務・IR 戦略室長  白岩 啓孝 

財務・IR 戦略室 IR グループ長  植杉 文 

 

 

＜業績＞ 

Ｑ：のれんの減損等について、海外事業を中心とした減損との記載・説明がありましたが、具体的にどのような

経緯で減損に至ったのか、不適切会計の影響について教えてください。 

Ａ：のれんの減損等について、今回の不適切な会計処理の件とは直接的な関係はございません。 

各事業の収益性の点検を実施する中で、このたび、海外事業における経営環境の変化を受けて減損兆候が出

たものを今回あらためて厳格に精査した結果、第 2 四半期において減損を実施いたしました。 

インド事業ではアルゴンをはじめとする産業ガスの市況関連の一時的な影響や設備投資の計画が一部遅延し

たことなどを受け、将来の収益力の見直しをしました。また、北米産業ガス事業ではヘリウム市場の軟化等

もあり、将来の市場環境及び収益性を見直したことによるものです。また、低温機器事業については、特に

脱炭素に関連する機器を主体に米国で製造販売しておりましたが、脱炭素を取り巻くマーケットが大幅に後

退しており、特に水素に関するマーケットの低迷の影響を強く受け、一部事業撤退の判断をしております。 

 

Ｑ：のれんの減損等で 2026 年 3 月期 第 2 四半期に▲378 億円を計上しておりますが、セグメント別で分解

するとどのような内訳金額になるのかについて教えてください。 

Ａ：デジタル＆インダストリーで▲279 億円、エネルギーソリューションで▲35 億円、ヘルス＆セーフティーで

▲8 億円、アグリ＆フーズで▲31 億円、残りはその他事業となります。 

 

Ｑ：今回の不適切な会計処理を受けて収益水準は下がっていますが、具体的な事業の収益力（実力数値）につい

てはどのように見れば良いでしょうか。 

Ａ：キャッシュ・フローを開示しておりますが、今回の一過性の要因を除けば、事業の収益力自体は基本的に変

化しておらず、前年同期比では少しプラスが出る状況だと見ております。 

 

Ｑ：2025 年 3 月期 第 2 四半期の連結実績を修正していますが、営業利益が（修正再表示前）320 億円から（修

正再表示後）276 億円となり、▲44 億円の減額となっていますが、この要因について教えてください。 

Ａ：不適切な会計処理等による過年度修正額の影響を含んでおります。 
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Ｑ：2026 年 3 月期 第 2 四半期の営業損失が▲54 億円となっており、のれんの減損等▲378 億円を足し戻すと

324 億円となります。期初計画の営業利益 360 億円と比較すると▲36 億円の差が出ていますが、実際の事

業の収益力は少し低下しているということでしょうか。 

Ａ：キャッシュ・フローの創出力が変わっていないという点は、前年同期比ということで申し上げております。 

ご指摘いただきました期初計画比という点においては、（2026 年度 3 月期 第 2 四半期の）実力値ベースで

は 345 億円であり、今回の不適切な会計処理等の影響もあり、当初計画していた事業が一部で遅れているな

どの要因等がマイナス影響として作用しております。（追記：その他の差額は在庫評価損等になります。） 

 

Ｑ：調査関連費用については、第 3 四半期以降に発生するということでしょうか。これはいずれかのセグメント

に配分するわけではなく、調整額のところで費用計上されるということでしょうか。また、在庫関連や事業

撤退の影響額については、各セグメントに配分するのかについて教えてください。 

Ａ：調査関連費用は第 3 四半期、第 4 四半期で発生してくるものになります。いずれかのセグメントではなく、

全社にかかる費用として処理することを想定しております。 

また、在庫関連や事業撤退の影響額については、各セグメントに配分することになります。 

 

Ｑ：2025 年 10 月に発表された不適切な会計処理の影響額（概算累計額）が 25 億円でした。今回の発表では、

2025 年度の通期予想における在庫関連の影響額は 37 億円と記載されていますが、この辺りをどのように

理解すれば良いでしょうか。 

Ａ：まず、過年度を含めた在庫関連の影響額は、現時点で▲69 億円を見込んでおります。そのうち▲37 億円が

2025 年度において想定する影響額となります。これら影響額の内訳としましては、2025 年 10 月に発表を

させていただいたヘリウム事業のほか、低温機器事業、防災事業などが含まれております。 

 

Ｑ：在庫関連の内容について、具体的にどのような要因によって損失を認識したのかについて教えてください。 

Ａ：在庫の過大計上や棚卸減耗損の計上の先送り等が特別調査委員会及び自主点検による調査の中で発見され、

こうした内容のものが在庫関連における損失ということになります。 

 

＜通期業績見込＞ 

Ｑ：前年度の通期における事業の収益力（実力数値）と今年度の通期における事業の収益力（実力数値）はどのよ

うに考えれば良いでしょうか。 

Ａ：前年度の通期修正後実績における事業の収益力（実力数値）としては、修正公表値の営業利益 613 億円から

不適切な会計処理等の影響を足し戻した上で、そのほか前年度に発生した固定資産売却益等を差し引き、約

718 億円程度というようにお考えください。 

また、今年度の通期見直し予想における事業の収益力（実力数値）としては、同様に約 733 億円程度として

想定しているというようにお考えください。 
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Ｑ：2026 年 3 月期 通期見直し予想における事業の収益力（実力数値）が約 733 億円程度というご説明ですが、

公表値の営業利益 140 億円に対して、のれんの減損等のほかに、どんな要素を足し戻した上で約 733 億円

という想定になっているのか教えてください。 

Ａ：非経常要因による影響として、固定資産及びのれんの減損等、在庫関連、事業撤退、調査関連費用があり、そ

の他の細かな一過性要因等も含めた上での想定となります。 

 

＜配当＞ 

Ｑ：期末配当予想を期初予想から据え置きとした背景を教えてください。今回は、財務的な課題は無いと考えて

よいでしょうか。 

Ａ：今回の不適切な会計処理の問題、ならびに減損損失等の問題により PL（損益計算書）上は営業損失が出てお

りますが、足元の事業は堅調に推移しており、これによる事業のキャッシュ・フローに関しては、現状、ほぼ

影響は出ておりません。 

このような状況を踏まえまして、今回は十分に配当ができるものと判断し、配当維持としております。 

 

以 上 


